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【 並在線・シンポ 富山市 ０９．６．２８ 】

県境分離問題について―新潟県からの報告

暮らしと地域を支える鉄道の充実をめざす

新潟県連絡会 佐藤 一弥

Ⅰ．新潟県における並行在来線問題の現局面

１．新潟県における並行在来線

新潟県で北陸新幹線の金沢開業（２０１４年度末）と同時にＪＲ経営から分離される区間

《 信越本線 》

単線 直江津～長野県境 ３８．１㎞ ＪＲ東日本

輸送密度 ２００１年度 ３，８４８人／日

⇒ 開業３０年後 予測 ２，０９８人／日

《 北陸本線 》

複線 直江津～富山県境 ６０．６㎞ ＪＲ西日本

輸送密度 ２００１年度 １，５４７人／日

⇒ 開業３０年後 予測 ８７３人／日

２．０７．１．２２ 並行在来線あり方懇談会報告 （ 座長・慶応大 田中 辰雄氏 ）

《 信越本線 》 直江津～長野県境

輸送密度は、北陸本線の２．５倍だが、先行する長野、岩手などの並在線と比べて決して多くない。０１年で

定期外利用が６割で観光やビジネスでの不定期需要、直江津・長野以遠へ抜ける通過需要が多い。優等列車、寝

台特急は運行されていない。貨物列車は一日数本。新幹線が開通してもこの収入構造は変わらない。

イベントと誘客が必要。

《 北陸本線 》 直江津～富山県境

普通列車の輸送密度は信越本線の２／５。先行する他県の並在線と比べても最も経営環境がきびしい路線の一

つ。６割が通勤通学利用で地元の生活交通による需要が高い。貨物列車や優等列車の運行割合が高い。北陸新幹

線金沢開業後も①運賃収入４割②ＪＲ貨物の線路使用料４割③寝台特急収入１割と考えられる。誘客とともに線

路使用料の維持・拡大、寝台特急収入維持が大切。

［ 収支見通し ］

信越本線 北陸本線

収入 支出 収入 支出

投資 ９８．３億円 ９８．３億円 １５４．８億円 １５４．８億円

公共負担 JR資産等購入 公共負担 JR資産等購入

開業後収支 ２７２．５億円 ３２２．９億円 ３６０．１億円 ４４３．０億円

（３０年間） 運賃６割アップ 類似３セクなみ 運賃６割アップ 類似３セクなみ

人件費 人件費

公共負担 ５０．４億円 ８２．９億円

公共負担合計 ３８６億円 県民１世帯当たり ４７，１００円

沿線３市１世帯当たり ３９１，９００円
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２．最近の新潟県知事、新潟県当局の動き 
（１）新潟県のスケジユ－ル 
０８年度 需要予測調査 経営計画基本調査

０９年度 経営計画基本調査 経営委員会 地域活性化・交流委員会

６～７月に開業準備協議会総会 経営基本調査の中間報告を予定

⇒ 私たちは、この総会と報告を踏まえてこれからの運動を検討することにしている

１０年度 利用促進計画 経営計画 １１年度～ 設立準備、設立へ

（２）新潟県知事の最近の言動

（ａ）０９．２ 建設負担金追加４２億円支払を保留 ⇒ ５／２９一転支払いへ

（ｂ）０９．３ 県内駅への全列車停車を要求 ⇒ ハ－ドル高い（担当課）

（ｃ）０９．３ 新幹線貸付料の地方還元を要求 ⇒ ハ－ドル高い（担当課）

（ｄ）政府・与党合意見直し ⇒ 「 愚の骨頂 」 知事

「 ＪＲでなく国に求めていきたい 」 担当課

新自由主義者の新潟県知事は“ＪＲ擁護”に徹している。そして、２０１４年が近づくにつれて「関係県との

共同」から離れ、「負担金追加支払い留保！」「全列車停車！」「貸付料還元！」などのパフォ－マンスを繰り返

している。 新潟日報は６／２～３付でつぎのように報じた。（ 別紙 ）

―― 泉田知事が、国直轄事業負担金への反対で名をあげた橋下大阪府知事のように、新幹線負担金問題をつ

うじてアピ－ル（をはじめた）

―― 沿線各県の関係者に「新潟はスタンドプレ－が過ぎる！」の不満が渦巻いた。（促進大会）

―― 県幹部の声 「あの突っ張りはなんだったのか」「全国放送で６月初旬のオンエアが決まった。これで“闘

う知事”のイメ－ジづくりは一段落ということではないか」「全国区になりたい知事の野心がある。民主

政権を見越し、政府批判でアピ－ルしているつもりでは（ないか）」

知事のこうした態度によって新潟県は、沿線各県から大きくうきあがっている。また、県内では「ぶざまの極

み」（投書）など大きな問題になっている。

Ⅱ．県境分離について

１．沿線自治体と住民の受け止め方 
（１）沿線自治体（糸魚川市）

（ａ）隣接県との新潟のつながり

―― ９８年１０月現在 直江津～長野間（「妙高」運行区間）の沿線市の人口より、糸魚川～金沢間（「北越」

運行区間）の沿線市の人口が２倍以上。特急「北越」利用者は、北陸方面８割、信越方面２割。 
―― 企業の各県への支店配置状況からみると新潟県は長野県との経済交流が盛んであり、石川県、富山県は

新潟県との経済的つながりが強い。 

本社所在県別支店配置状況

県 新潟県 富山県 石川県 長野県

事業所数 １０，７９３ ４，５４０ ４，０４２ ８，７２７

新潟支店 ９３ ８１ ２１４

富山支店 １９８ ５１３ ６８

石川支店 １３２ ６５４ ４６

長野支店 ２４２ ２６ ２１
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（ｂ）北陸本線の駅別乗車人員

年 ８９年 ９９年 ０３年 ０８年 ０８／８９

市振 ８９ ８９ ７１ ５３ ５９．５

親不知 １５７ １２８ ５３ ３９ ２４．８ 
青海 ５５７ ３０６ ２４２ ２０９ ３７．５ 
糸魚川 ２３２５ １５１０ １２８１ １０９２ ４７．０ 
梶屋敷 ２１３ １１６ １３８ １０７ ５０．２ 
浦本 １１９ ３２ ２３ １５ １２．６ 
能生 ８７７ ５６７ ４８０ ４２８ ４８．８ 
筒石 １１７ ７９ ７６ ５９ ５０．４ 

０８年 市振～谷浜 乗降者数 ２２０９人 うち普通７５７人 定期１４５２人

（ｃ）並行在来線が残されたとしてもどういう問題が起こってくるか

① 新潟方面の利便性 ―― 直江津駅での乗換え必要 本数の減少

② 富山県方面への通勤・通学列車 ―― 県間の扱いは不透明

③ デッドゾ－ンへの対応 ―― 交直両用車両が必要

④ 乗客の減少 ―― 運賃の値上げの危険

（２）沿線住民の受け止め方 
県や自治体からの情報も少なく、県域３セク会社が当初から自明のこととされ、目的意識的な県境分離の提起

もない。その是非は、ほとんど意識されていない。

一般的に（県境分離して）「新潟県としての３セク鉄道会社」がつくられると受けとめている人が多い。 

２．新潟県の考え方 （ ０９．６．１２ 県交通政策課レクチャ－）

（１）新会社の構想と県境分離

① (新潟県は)住民参加型の３セクを考えている。信越、北陸で分けることはせず、県内１会社が効率的。

② 県境分離をどうするかは、長野、富山、石川とも公表していない。

③ 今後経営計画をつくっていくなかで、必要があれば関係県で協議していく問題だ。 
④ いま旅客流動調査を取り纏めている。６～７月に開業準備協議会総会を開き、調査結果を報告したい。

⑤ これから有識者で経営委員会をつくる。経営自体がこれからの検討になる。他県も来年度からようやく

経営計画の検討に入る段階だ。 

（２）県境分離した場合の安全や運行、運賃体系

① 安全は最優先されるべきこと。運行では、相互直通運転や県境での接続をよくするなども関係県で協議

することになるだろう。

② ＪＲからの技術的、人的支援も必要になるかもしれない。

（３）３セクの経営問題について

新潟県は県域を想定して、つぎのことが実現すれば３セクの経営基盤はつくられると考えている。

① 初期投資への起債充当

② 線路使用料・調整金制度の充実

③ 新幹線貸付料 地方の建設費１／３負担に見合う１／３を戻すシステムをつくる
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Ⅲ．全体として

新潟県は、はじめから県域を想定して「住民参加型」の３セク鉄道会社の立ち上げをすすめている。知事は無

責任なパフォ－マンスを繰り返している。

県当局には、「各県共同運行」や「各県にまたがる『一体経営』」の思想やその重要性の理解はいまだ持ち合わ

せていないと断ぜざるをえない。

沿線地域、自治体・住民は、隣接県との強い結びつき、深い相互関係にあるが、こうした県の姿勢もあって「県

境分離」の問題点を自覚できる状況にはまだなっていない。

私たち運動の側が、急いで運動を強化することが求められている。

以 上
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